
プレスリリース 2024 年 12 月 17 日 

プロロジス、日本初の自己託送における 

再エネ証書「I-REC」の活用を開始 

～カシオ計算機が再エネ証書を購入～ 

物流不動産の所有・運営・開発のリーディング・グローバル企業であるプロロジス（日本本社：東京都千

代田区丸の内、代表取締役会長 兼 CEO：山田 御酒）は SCSK 株式会社（本社：東京都江東区、代表

取締役 執行役員 社長：當麻 隆昭、以下 「SCSK」）が運営する I-REC の取引プラットフォーム

EneTrack を利用し、株式会社三井住友銀行（本店：東京都千代田区、頭取 CEO：福留 朗裕、以下 

「三井住友銀行」）のサポートのもと、自己託送*1 事業における国際的な再生可能エネルギー電力証書

「I-REC」の活用を開始した。 

「I-REC」の発行を伴う自己託送の実施は全国で初めて。プロロジスの物流施設で活用可能な証書とし

ては、「非化石証書」に次いで２例目となる。I-REC で証明された環境価値の一部は、カシオ計算機株式

会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役 社長 CEO：増田 裕一、以下「カシオ」）が購入する。 

■ 再エネ証書「I-REC」について 

International Renewable Energy Certificate の略称。オランダに本部を置く 「I-REC 規格財団（The 
International REC Standard Foundation）」によって策定された再生可能エネルギーに関する証書を指

す。世界 60 カ国以上で発行され、CDP や GHG プロトコル、RE100、SBT など主要な国際的な環境報

告基準からも認められている。I-REC 規格財団認定の第三者機関により認証・発行され、発電所、日時、

発電量（kWh）の属性情報が記録・管理されることで、改ざん不可能な「唯一性」と履歴を追跡できる「追

跡性」を備えている。 

■ 「I-REC」を活用した自己託送事業の概要 

I-REC の発行を伴った自己託送を行うのは、兵庫県で運営中のマルチテナント型物流施設「プロロジス

パーク猪名川 1」。同施設で発電された再エネ電力は京都府の「プロロジスパーク京田辺」に自己託送さ

れ、その環境価値が I-REC として認証される。この認証済みの環境価値の一部を、カシオが購入する。 

      「プロロジスパーク猪名川 1」（左）               「プロロジスパーク京田辺」 



■ 活用開始の背景 

プロロジスは、運営する物流施設で発電した太陽光電力を自家消費や自己託送に活用し、グリーン電

力の導入を積極的に推進している。脱炭素化やカーボンニュートラルの実現を支援するための取り組み

として、これまでに活用していた国内の政策に対応できる非化石証書に加え、新たにグローバルスタン

ダードの I-REC にも対応したソリューションを展開する形となった。 

非化石証書は、日本国内で広く利用されている証書で、FIT 電力や国内エネルギー政策との親和性が

高い点が特徴。一方、I-REC は国際基準に準拠した証書で、RE100 や CDP などへの報告に必要な再

エネ利用の証明が可能である。発電源や属性情報の透明性が高く、グローバル市場での信頼性向上を

目指すカスタマーや、国際的な環境基準に対応しなければならない場面に適している。 

 プロロジスのネットゼロにむけた取り組みと「プロロジス・グリーン・ソリューション」 

プロロジスは 2040 年までに、バリューチェーン全体（スコープ 1・2・3）で温室効果ガス排出のネットゼロ

を目標としており、温室効果ガス削減のためのさまざまな施策を展開している。また、プロロジスの事業

運営における削減にとどまらず、入居企業の電力グリーン化・環境負荷軽減を支援する「プロロジス・グ

リーン・ソリューション」を進めている。2023 年 1 月には東京オフィス内に「エネルギー事業室」を新設。

新規エネルギー事業や、再生可能エネルギーの活用に取り組むとともに「プロロジス・グリーン・ソリュー

ション」の一環としてカスタマーの電力グリーン化を支援している。 

今回活用する「プロロジスパーク猪名川 1」と「プロロジスパーク京田辺」の太陽光発電設備は、ネットゼ

ロに向けた中間目標として定めている「2025 年までに 1GW の太陽光発電キャパシティ（蓄電池分を含

む）」実現に寄与する。 

 SCSK EneTrack の取り組み 

SCSK グループは、経営理念「夢ある未来を、共に創る」の下、成長戦略としてサステナビリティ経営を

推進している。その中で社会課題解決に資する事業としてEneTrackの提供を2023年に開始している。 

今回の取り組みは、日本で初めての自己託送領域での I-REC 発行となり、EneTrack としても初めての

取り扱い事例。EneTrack では、自己託送や自家発領域において I-REC が利用しやすいと考えており、

自己託送や自家発電を行う物流施設における I-REC 活用を促進していきたい。 

 三井住友銀行のサステナビリティ 

三井住友銀行は、本業を通じた環境・社会課題の解決に積極的に取り組んでいる。具体的には、総合

金融グループとしてのノウハウを活用し、サステナビリティ全般に関する経営課題を抱える企業とソリュ

ーションを提供するパートナー企業との事業共創等を主導している。 

 ESG レポート 

世界 19 か国での ESG 目標に対する進捗をまとめた 2023-24 年の ESG レポートを発表した。 

プロロジスは今後も事業運営における環境負荷軽減に取り組むとともに、再生可能エネルギーの提供

やエネルギーマネジメントを通して、カスタマーのサステナビリティに関する目標達成をサポートしていく。 

*1：発電した電気を、電力会社の送配電網を使用して別の場所に立地する自施設に送電する制度 

 

https://prologis.getbynder.com/m/7237b06a0408e0f7/original/Prologis-2023-24-ESG-Report.pdf


プロロジスについて （https://www.prologis.co.jp） 

プロロジス（日本本社：東京都千代田区丸の内、代表取締役会長 兼 CEO：山田 御酒、世界本社：米カリフォルニア州サ

ンフランシスコ、NYSE：PLD）は、物流不動産のリーディング・グローバル企業として世界 20 カ国で事業を展開していま

す。2024 年 9 月末時点で、計約 1 億 1,600 万㎡の物流施設を所有・運営・開発し、3PL、物流、小売、e コマースなど、

約 6,700 社のカスタマーに最新鋭の物流施設をご利用いただいています。 

日本国内ではこれまでに 118 棟、総延床面積約 799 万㎡の物流施設を新規開発し（開発中を含む）、現在 85 棟、総延

床面積として約 609 万㎡の物流施設を運営および開発中です。また、約 40 万㎡の物流施設の開発用地を所有していま

す。今後もお客様へのよりよいサービスと、環境に配慮したサステナブルな、物流の効率化に貢献するための最新の物

流施設を世界各地で展開してまいります。 
 

本プレスリリースに関するお問い合わせ先 
プロロジス 広報室 担当：益川・古川 

TEL：03 6860 2210  E-mail： rmasukawa@prologis.co.jp 
お問い合わせフォーム https://ma.prologis.co.jp/form_inquiry_media 
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